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　免震構造を採用した日本初のマルチ
テナント型物流施設は、2004年当時
に私が設計・開発し、現在、当社が保
有する「ＧＬＰ大阪」です。同施設に
免震構造を採用したのは、言うまでも
なく日本が地震国だから。欧米の倉庫
は日本の倉庫と比べ柱や梁がかなり細
くできているのですが、これは地震に
配慮せず、荷物等の荷重に抵抗できれ
ばよいから。つまり日本では、地震の

揺れに抵抗するために太い梁や柱が必
要なわけです。そこで注目されるのが
免震構造。建物基礎に取り付けた免震
装置は、一言で言えばゴム板と鉄板で
できたショックアブソーバーなのです
が、これにより地震時に発生する水平
方向の力の約8割を吸収するといわれて
います。それだけ建物への揺れの影響
が少ないわけで、それを見越して建物
の柱や梁の太さを2割程度削減し施設を
建設することが可能です。
　一般に、「免震構造は建設費が割高」
といったイメージがありますが、それ
は物流施設に関しては間違っていま
す。物流施設は、建設コストで躯体に
かかる割合が60％。同30％程度のオ
フィスビルに比べ、躯体でのコスト削
減が非常に大きなメリットを生み出し
ます。躯体でのコスト削減で免震装置
を導入すれば、通常の耐震構造と同程
度のコストでより地震に強い建物がで
きるわけです。さらに、それまでの免

震構造は、頑丈な基礎を作りその上に
免震装置を載せるという方法が一般的
でしたが、同施設では杭に直に免震装
置を載せる杭頭免震工法を採用し、基
礎工事にかかるコストを抑えていま
す。加えて躯体は、通常の鉄骨よりも
たわみにくいＰＣ（プレキャストコン
クリート）構造で、こうすることで、
頑丈で、耐久性に優れた上物を作るこ
とができます。つまり、杭頭免震工法
とＰＣ構造を組み合わせることで日本
初の免震大型物流施設「ＧＬＰ大阪」
が誕生したのです。

　免震構造の倉庫は、物流業界にとっ
て計り知れないメリットをもたらしま
す。まず第一に、建物が壊れないとい
うこと。免震構造は、計算上震度7まで
耐えられるように設計されています。
これは、耐震構造とは比べ物にならな

いほどの耐久性といえるでしょう。し
かも1階から上層階まで、揺れにあまり
差がありません。ですから、地価の高
さからどうしても多層階にならざるを
得ない国内施設にはうってつけの構造
といえるのです。
　次に、庫内の荷物に被害が出にくい
こと。今回の震災により、多くの倉庫
で大量の荷崩れが起こり、その復旧に
相当な手間と時間がかかったと聞いて
います。しかし免震倉庫は、地震初期
の速いスピードの揺れが施設内に入り
にくいため荷崩れしにくいといえま
す。また、庫内の柱や梁が細く少ない
免震倉庫は、非常に使い勝手良くでき
ています。昨今の大型化・複雑化する
マテハン構築にもフレキシブルに対応
できますし、かつ、その保全も保たれ
るというわけです。
　そして最後に、これが最も大切なこ
となのですが、そこで働く人々の安全
性を確保できるということです。高く

積まれた荷、高速で動くマテハンの地
震時における危険性は想像に難くあり
ません。建物やマテハンが壊れず、庫
内で荷崩れが起こらなければ、よほど
あわてない限りケガをする可能性はあ
りません。昨今の物流施設は、荷物の
保管から流通加工センターの側面が強
くなり、庫内作業員の人員も増加する
傾向にあります。ですからこの点は、
非常に重要なポイントだと考えます。
　今回の3月11日の大震災後の調査に
おいて当社の免震施設にご入居のお客
様からは物的、人的被害が全くなく素
晴らしい施設であるとの評価をいただ
き、改めて当社免震施設のメリットを
お客様に実感していただくことができ
たと自負しております。

　私がＧＬＰ大阪を開発した2004年
当時、免震構造を採用した賃貸施設は
ありませんでしたし、また、あまり評
価もされていませんでした。しかし、
図らずも今回の大震災により、免震倉
庫の堅牢性・優位性が実証されること

になりました。現在は、大都市圏に集
中していますが、今後は全国に広がっ
ていくことが予想されます。現在、物
流施設プロバイダーのリーディングカ
ンパニーとして当社でも低コストで免
震倉庫を実現できる新しい工法を考案
中で、今後着工予定の物件から採用し
ていく予定です。
　こうした災害に強い大型施設が全国
に増えていくことは、日本の物流シス
テム全体や地域社会にとっても恩恵を
もたらすといえます。また、個々の企
業のビジネスにおいても、災害に強い
拠点として免震倉庫を中心とした物流
システムを構築することが、事業継続
計画（BCP）を実現する上で欠かせな
いポイントになってくると考えます。

ＧＬプロパティーズ株式会社
建設技術部長 石嶋 健司 氏
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地域社会に貢献する大規模施設
今後のニーズ拡大は必至
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全国免震物流施設一覧
ＧＬＰ舞洲Ⅰ
●2006年7月竣工　●大阪府大阪市此花区北港緑地　
●6階建　●2万8000坪

ＧＬＰ舞洲Ⅰ
●2006年7月竣工　●大阪府大阪市此花区北港緑地　
●6階建　●2万8000坪

プロロジスパーク大阪Ⅱ
●2007年6月竣工　●大阪府大阪市此花区北港白津　
●8階建　●5万1000坪

プロロジスパーク座間2
●2012年8月竣工予定　●神奈川県座間市広野台
●5階建　●3万5000坪

ＧＬＰ横浜
●2005年6月竣工　●神奈川県横浜市鶴見区生麦
●4階建　●3万6000坪

ＧＬＰ東京Ⅱ
●2006年4月竣工　●東京都江東区新砂
●7階建　●3万1000坪

IIF野田ロジスティクスセンター
●2006年3月竣工　●千葉県野田市西三ヶ尾字溜台　
●4階建　●1万2000坪

プロロジスパーク成田Ⅲ

※マルチテナント型物流施設、編集部調べ

●2008年6月竣工　●千葉県山武郡芝山町岩山
●6階建　●2万4000坪

プロロジスパーク市川Ⅱ
●2009年10月竣工　●千葉県市川市高浜町
●5階建　●2万7000坪

プロロジスパーク市川Ⅰ
●2008年11月竣工　●千葉県市川市塩浜
●5階建　●4万6000坪

ＧＬＰ大阪
●2004年8月竣工　●大阪府大阪市住之江区南港南　
●7階建　●4万7000坪

ロジポート大阪
●2006年11月竣工　●大阪府大阪市住之江区柴谷　
●4階建　●4万1000坪

横浜ロジスティクスパーク
●2009年4月竣工　●神奈川県横浜市鶴見区大黒町　
●7階建　●4万坪

AMB鶴見
●2008年4月竣工　●神奈川県横浜市鶴見区安善町　
●5階建　●2万1000坪

ロジポート川崎
●2008年1月竣工　●神奈川県川崎市川崎区池上新町
●5階建　●4万8000坪

プロロジスパーク セントレア
●2007年5月竣工　●愛知県常滑市セントレア
●5階建　●2万5000坪

プロロジスパーク座間Ⅰ
●2009年5月竣工　●神奈川県座間市広野台
●5階建　●4万2000坪

凡例施設名

●竣工年月　●所在地　●規模　●延床面積
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という形態が多くなってきており、そ
こに我々のビジネスチャンスもあった
わけです。
　今回の震災では、倉庫に限らず多く
の不動産が打撃を受けました。このこ
とで、不動産価値が減損するという可
能性が、誰の目にも明らかになったわ
けです。こうしたリスクを避けるため
に、賃貸施設を活用するという潮流
は、当然、加速するものと思います。
　特に物流についていえば、この十数
年で、求められるサービスのクオリ
ティが大きく変わり、「より速く・よ
り正確に・よりきめ細かいサービス」
を、コストを維持しながら提供してい
かなければなりません。これを実現す
るために、大型・多機能の倉庫への
ニーズが高まってきています。つま
り、荷主様や3PL事業者様にとって
は、我々のようなプロに施設マネジメ
ントをゆだねることで、また我々は、
多くの物件をマネジメントすること
で、リスクを分散させることができる
わけです。お互いが、その専門性を活
かしたビジネスを行うことが得策だと
考えます。

　　物流施設運用のプロとして、地震
後も非常に速やかにテナントへの対応
が行われたと聞いています。
帖佐●それは、当社がインハウス・オ
ペレーションであることと関係してい
ます。会社設立当初から「災害時緊急
連絡マニュアル」があり、災害が発生
すると自動的に初動が取れ、被害状況
が確認できる体制を構築しています。
そのため、その報告を基に的確な指示
ができるのです。例えば、修復に必要
な業者の手配なども非常に迅速に行う
ことができ、それが結果として、すば
やい事業復旧につながったといえま
す。こうした動きは、施設自体に責任
を持ち、働く人の身になって考えるこ

とができる“コーディネーター”がい
てはじめてできることであり、手前味
噌ながら、所有のプロのオペレーショ
ンのなせる業と自負しています。
　また、なかには想定外の不具合もあ
り、少なからずご迷惑をおかけしたこ
とも事実ですが、起きたことを真摯に
受け止めて原因を究明し、今後、どう改
善すればいいのかという、再発防止の
対策を講じていこうと考えています。
　　物流施設所有のプロとして、投資
家に対する迅速な対応もリスクヘッジ
のひとつと。
帖佐●我々には、施設利用者の安全確
認及び、建物の被害状況の把握とすば
やい復旧・再開というマネジメント業
務の遂行と同時に、上場している会社
として株主様への説明責任もあります。
　そこで、現場に到達したスタッフか
らの報告を基に、インハウスの技術者
が、各施設のおよその被害額を見積
り、震災翌日の3月12日には概算額
を、14日にはより精査した被害総額を
プレス発表しました。
　実際の被害額は、総資産6000億円
弱に対して30億円程度の損害で済んだ
のですが、それをいち早く発表したこ
との反響は、大変、大きなものでし
た。どうなっているのかわからないと
いう状況が一番の問題となります。今
回は、株主や証券アナリストの方々の
不安を早く取り除くことができたため
に、株価への影響はほとんどありませ
んでした。その意味では、ＩＲの責任
も果たせたのではないでしょうか。

　　今後の施設開発で重視する点は。
帖佐●一言で言えば、今回の震災によ
る教訓を最大限に活かした施設づくり
であり、安全に対する取り組みが、最
重要課題でしょう。その代表が、災害
の予防に効果を発揮する新しい免震装
置の開発と導入ということです。もう

ひとつは緊急対策で、いざ災害が発生
した際には、避難拠点となり得る施設
づくりです。これは地域への貢献とい
う社会的な意味合いのあるもので、そ
の中には食糧や飲料水、生活用品など
の備蓄も含まれています。
　そして、もうひとつが環境共生＝サ
スティナビリティです。というと、建
物の永続性や風力発電といったハード
の部分を思い浮かべがちですが、広義
に解釈すれば、持続可能、つまり長期
間、価値を持ち続ける施設といえるわ
けで、ソフト面の拡充も重要な要素に
なります。そのキーワードは「多様
性」であると考えています。社会の進
歩のサイクルが、これまでの1/2　
1/3と早くなっているのに対して、不
動産は一度開発してしまうと50～60
年というスパンで価値を維持し続ける
必要があります。そのために、ハード
面では施設のスペックや使い勝手の汎
用性などが重要であり、一方、ソフト
面では、例えば契約のあり方や、管理
の会社のサービスの提供の仕方などを
顧客のニーズに合わせて提供できるよ
う、多くのメニューを持つことがポイ
ントだと考えます。
　このような、多様性を実現するため
には、面的な意味での広がり、つま
り、拠点数の拡大が重要になってきま
す。荷主様や3PL事業者様はいくつも
の施設を利用し、エリア的なニーズも
当然変化します。こうしたニーズに応
えるメニューをいかに多く持つかが、
当社の差別化戦略としてのサスティナ
ビリティにつながっていくのです。そ
のための新たな開発物件も、まもなく
発表できると思いますし、いずれにし
てもひとつでも多く、優良な施設を適
正な価格で提供することが重要である
と考えています。

　　まずは御社の概要をお教えくだ
さい。
帖佐●当社は、物流施設の開発・運営
を目的に2009年3月に設立され、現在
は全国の7つの都市で事業を展開。日本
最大の物流施設運営会社として総延床
面積280万㎡の規模を誇っています。
これは、約1000万㎡の規模があると
される「モダン・ロジスティック・プ
ロパティ」のセクターにおいて、約
30％のシェアを占めるものです。

　　昨年には株式上場も果たされま
した。
帖佐●2010年10月、シンガポール市
場に上場したのですが、不動産会社の
新規上場としては、世界最大規模の
2500億円を調達するに至りました。
国内で運営している69棟の施設では年
間300億円程度のキャッシュフローを
生み出しており、その収益を現在、成
長が著しい中国に投資する『安定と成
長』の組み合わせというストーリーが
評価されたのでしょう。

　　御社の施設が注目されるのは、安
全性が評価されてのことだといわれて
いますが。

帖佐●日本で初めて免震構造を取り入
れた物流施設は、当社が所有する
「ＧＬＰ大阪」です。このことからも
わかるとおり、当初から免震装置の導
入にはこだわりを持っていました。今
回の地震で新たに得た大きな教訓は、
「免震は建物だけでなく、荷物を守る
ものである」ということ。図らずも今回
の震災で、装置を導入しているかどう
かで、荷物の状態が明らかに違うこと
が露呈しました。建物は無事なのに、
荷物の被害が出たケースがたくさん
あったのです。
　免震倉庫はいわば保険のようなもの
で、大きな災害が起こってみないと、
その効力はわからないものです。です
から例えばＢＴＳの施設など、これま
で導入を提案しても、特にコストの観
点から理解が得られないケースが多々
ありました。ですが震災以降、「免震
倉庫に入居していれば、地震保険に加
入しているのと同じような効果が得ら
れるだろう」という話を、物流会社の
方々からも聞かれるようになっていま
す。つまり、お客様の意識も変わって
きているということ。我々はデベロッ
パーの社会的使命として、より高性能
で安全を担保する装置を、積極的に導

入していくべきだと考えています。

　　最先端の免震装置の開発を進めて
いるとうかがっています。
帖佐●ええ。現在、当社が開発してい
る免震装置の最大の特徴は、建設地の
土壌を選ばないことです。従来の工法
では、土壌がしっかりしていなければ
建設できず、もしそうでなければ土壌
改良が必要で、そのために大きなコス
トがかかることがありました。新しい
装置は、どのような土壌にも対応する
のでコストも抑えられますし、汎用性
が大きく広がり、より使いやすいもの
になるはずです。

　　ところで、今回の震災では不動産
を所有するリスクが明確になったとい
う意見がありますが。
帖佐●かねてから、一般の企業が不動
産を所有するのはどうなのか、資産を
減らして経営資源を本業に集中すべき
ではないかという議論がされてきまし
た。これは物流施設についても同様
で、かつてはメーカーが倉庫を所有
し、その物流子会社が運営するという
形態から、次第に所有は施設運営のプ
ロに、運営は３ＰＬ事業者に委託する

安心・安全を提供するこれからの物流施設

ＧＬプロパティーズ株式会社
常務執行役員 帖佐 義之 氏

所有と利用の分離が進み、
より安全な施設を、
プロが開発・運営する流れに。
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